［参考１］提出書類等の記入方法、提出場所等、提出・返却時間等、記入例

１．提出書類等の記入方法
提出書類等の記入方法は次のとおりです。

（１）一般的留意事項
提出書類等の記入の際は、以下の点に十分留意してください。

イ．もれなく正確かつ明瞭に記入してください。

ロ．日本銀行窓口に提出する書類について、記入した事項を訂正する場合には、誤りの箇所を二条の横線により抹消し、当該箇所に代表者もしくは代理者の印を押なつし、または当該箇所に代表者もしくは代理者が署名し、その上部に正当な事項を記入してください。

ハ．欄外の注意事項にご留意ください。

（２）各種コード

イ．担保差入先コード
金融機関等店舗コードで代用します。

ロ．銘柄コード
（イ）国債
「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（国債発行関係事務）」第３編を参照してください。

（ロ）国債以外の債券
原則として、証券コード協議会または財団法人地方債協会が定める「新証券コード」を使用します。また、複数の振替債に移行した既発行の非公募地方債については、機構が定める銘柄コードを使用します。具体的なコードについては、証券コード協議会発行のコードブック等を参照してください。なお、証券コード協議会における定めがない等の理由から、「新証券コード」が分らない場合には、日本銀行に照会してください。
外貨建外国債券については、米国債の場合には、Committee on Uniform Securities Identification Proceduresの定める「ＣＵＳＩＰコード」（９桁）を使用します。英国債、独国債または仏国債の場合には、国際標準化機構の国際規格であるISO6166により定められた「国際証券コード（ＩＳＩＮコード）」（１２桁）を使用します。

ハ．支払人等コードまたは債務者コード等
（イ）政府（特別会計を含む。）に対する証書貸付債権、政府保証付証書貸付債権または地方公共団体に対する証書貸付債権

	債　務　者
	債務者コード

	交付税及び譲与税配付金特別会計
	４００００１

	エネルギー対策特別会計
	４００００４

	国有林野事業債務管理特別会計
	４００００６

	預金保険機構
	３９５４００

	銀行等保有株式取得機構
	４００００３

	独立行政法人農業者年金基金
	４０１０００

	独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構
	４０１００１

	日本環境安全事業株式会社
	４０１００２

	[bookmark: _GoBack]独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構
	４０１００３

	株式会社地域経済活性化支援機構
	４０１００４

	独立行政法人農林漁業信用基金
	４０１００５

	独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
	４０１００６

	一般財団法人民間都市開発推進機構
	４０１００７

	株式会社産業革新投資機構
	４０１００８

	株式会社東日本大震災事業者再生支援機構
	４０１００９

	原子力損害賠償・廃炉等支援機構
	４０１０１０

	株式会社民間資金等活用事業推進機構
	４０１０１１

	北海道
	４０２０００

	青森県
	４０２００１

	岩手県
	４０２００２

	宮城県
	４０２００３

	秋田県
	４０２００４

	山形県
	４０２００５

	福島県
	４０２００６

	茨城県
	４０２００７

	栃木県
	４０２００８

	群馬県
	４０２００９

	埼玉県
	４０２０１０

	千葉県
	４０２０１１

	東京都
	４０２０１２

	神奈川県
	４０２０１３

	新潟県
	４０２０１４

	富山県
	４０２０１５

	石川県
	４０２０１６

	福井県
	４０２０１７

	山梨県
	４０２０１８

	長野県
	４０２０１９

	岐阜県
	４０２０２０

	静岡県
	４０２０２１

	愛知県
	４０２０２２

	三重県
	４０２０２３

	滋賀県
	４０２０２４

	京都府
	４０２０２５

	大阪府
	４０２０２６

	兵庫県
	４０２０２７

	奈良県
	４０２０２８

	和歌山県
	４０２０２９

	鳥取県
	４０２０３０

	島根県
	４０２０３１

	岡山県
	４０２０３２

	広島県
	４０２０３３

	山口県
	４０２０３４

	徳島県
	４０２０３５

	香川県
	４０２０３６

	愛媛県
	４０２０３７

	高知県
	４０２０３８

	福岡県
	４０２０３９

	佐賀県
	４０２０４０

	長崎県
	４０２０４１

	熊本県
	４０２０４２

	大分県
	４０２０４３

	宮崎県
	４０２０４４

	鹿児島県
	４０２０４５

	沖縄県
	４０２０４６

	札幌市
	４０２０４７

	仙台市
	４０２０４８

	さいたま市
	４０２０４９

	千葉市
	４０２０５０

	横浜市
	４０２０５１

	川崎市
	４０２０５２

	新潟市
	４０２０５３

	静岡市
	４０２０５４

	浜松市
	４０２０５５

	名古屋市
	４０２０５６

	京都市
	４０２０５７

	大阪市
	４０２０５８

	堺市
	４０２０５９

	神戸市
	４０２０６０

	岡山市
	４０２０６１

	広島市
	４０２０６２

	北九州市
	４０２０６３

	福岡市
	４０２０６４

	相模原市
	４０２０６５

	熊本市
	４０２０６６



（ロ）（イ）に掲げるもの以外
原則として、証券コード協議会または財団法人地方債協会が定める「新証券コード」中の「発行体コード」（注）（６桁）を使用します。具体的なコードについては、証券コード協議会発行のコードブック等を参照してください。ただし、電子記録債権の場合には上２桁を「４１」とする任意のコードとなります。なお、証券コード協議会における定めがない等の理由から、「発行体コード」が分からない場合には、日本銀行に照会してください。
（注）短期社債等の場合には、ペーパーレスＣＰにかかる「発行体コード」（「発行体属性コード（9）＋商品コード（0A）＋識別コード（英数字３桁）」）を使用します。
２．提出書類等の提出場所等
提出書類等の提出場所、ファクシミリ送信先、提出書類等を業務オンラインにより提出する場合の連絡先および担保関係事務に関する連絡または照会先は、本文中における記載に応じ、次のとおりとなります。各店における担当部署の窓口番号および電話番号等は、適宜の方法で確認してください。

（１）担保取引店
本店の場合において、第１章６．のときは業務局統括課事務統括グループ、それ以外のときは業務局営業業務課営業業務グループとなり、支店の場合には各店の業務課となります。

（２）取引主要店
本店の場合には業務局統括課事務統括グループ、支店の場合には各店の業務課となります。


３．提出書類等の提出・返却時間等
　日本銀行が書類を担保差入先に返却または交付する時間は、原則として、担保の種類および事前審査や担保受払等の事務の区分毎に、下表のとおりです（注１）。また、本規程で規定する日本銀行への提出書類等の提出時間についても整理しましたので、ご活用下さい（注２）。

（注１）下表に掲げる返却・交付時間はあくまでも目安ですので、状況等により異なる時間に返却または交付することがあります。



（注２）下表中、「差入申出」は担保差入の申出、「返戻依頼」は担保返戻の依頼、「事前審査依頼」は事前審査の依頼またはスタンプ抹消の依頼、「期日返戻」は期日担保返戻、「担保価額変更依頼」は担保価額変更依頼（住宅ローン債権信託受益権に限ります。）をいいます。





（１）振決国債
	
	差入申出
	返戻依頼

	提出時間
	差入日の午前９時から午前１１時まで
	受戻日の午前９時から午前１１時まで

	返却・交付
時間
	差入日の午後２時４５分以降
	受戻日の午後２時４５分以降



（２）振替社債等
	
	差入申出
	返戻依頼

	提出時間
	差入日の午前９時から午前１１時まで
	受戻日の午前９時から午前１１時まで

	返却・交付
時間
	差入日の午後２時４５分以降
	受戻日の午後２時４５分以降



（３）手形
	
	事前審査依頼
	差入申出
	返戻依頼
	期日返戻

	提出時間
	午前９時から午前１１時まで（注１）
	差入日の午前９時から午前１１時まで
	受戻日の午前９時から午前１１時まで
	受戻期日の午前９時から午後　３時まで（注２）

	返却・交付
時間
	日本銀行による審査終了後（注３）
	差入日の午後２時４５分以降
	受戻日の午後２時４５分以降
	


（注１）事前審査の依頼を行った日に返却を受けることを希望する場合には、午前９時から午前１０時までの間に提出してください。
（注２）提出後、日本銀行による確認が終了し次第、返却・交付します。なお、提出後、午後３時までに再度来店のうえ返却・交付を受けることも可能です。
（注３）①午前１０時までに事前審査の依頼を受けた場合には、当該依頼を受けた日の午後２時４５分以降に返却します。
②スタンプ抹消の依頼を受けた場合には、当該依頼を受けた日の午後２時４５分以降に返却します。

（４）電子記録債権（手形類似電子記録債権を含みます。）
	
	事前審査依頼
	差入申出
	返戻依頼
	期日返戻

	提出時間
	午前９時から午前１１時まで
	差入日の午前９時から午前１１時まで
	受戻日の午前９時から午前１１時まで
	受戻期日の午前９時から午後　３時まで（注１）（注２）

	返却・交付
時間
	日本銀行による審査終了後（注３）
	差入日の午後２時４５分以降
	受戻日の午後２時４５分以降
	



（注１）提出後、日本銀行による確認が終了し次第、返却・交付します。なお、提出後、午後３時までに再度来店のうえ返却・交付を受けることも可能です。
（注２）提出書類がない場合にも、当該時間に返却・交付します。
（注３）スタンプ抹消の依頼を受けた場合には、当該依頼を受けた日の午後２時４５分以降に返却します。

（５）証書貸付債権
	
	事前審査依頼
	差入申出
	返戻依頼
	期日返戻

	提出時間
	午前９時から午前１１時まで
	差入日の午前９時から午前１１時まで（注１）
	受戻日の午前９時から午前１１時まで
	受戻期日の午前９時から午後　３時まで（注２）（注３）

	返却・交付
時間
	日本銀行による審査終了後（注４）
	差入日の午後２時４５分以降
	受戻日の午後２時４５分以降
	


（注１）担保差入通知書謄本は、差入日の午後１時までに提出してください。
（注２）提出後、日本銀行による確認が終了し次第、返却・交付します。なお、提出後、午後３時までに再度来店のうえ返却・交付を受けることも可能です。
（注３）提出書類がない場合にも、当該時間に返却・交付します。
（注４）①シンジケート・ローン債権の証書貸付債権証書の写の作成依頼を受けた場合には、当該依頼を受けた日の午後２時４５分以降に交付します（ただし、事前審査の依頼を行ったシンジケート・ローン債権が、別表３の項番２５（貸付金利①）に定める要件を充たす地方公共団体に対する証書貸付債権でない場合に限ります。）。
②スタンプ抹消の依頼を受けた場合には、当該依頼を受けた日の午後２時４５分以降に返却します。

（６）住宅ローン債権信託受益権
	
	差入申出
	担保価額変更依頼
	返戻依頼

	提出時間
	差入日の前営業日の午前９時から午前１１時まで
	月末営業日の３営業日前までの午前９時から午後３時まで
	月末営業日の５営業日前までの午前９時から午後３時まで

	返却・交付
時間
	差入日の午前１０時以降
	月末営業日の前営業日の午前１０時以降
	月末営業日の前営業日の午後２時４５分以降





４．提出書類等の記入例
提出書類等の記入例は次のとおりです。

記入例目次
	項番
	書式名
	書式番号

	記入例１
	（債務者名称等記入用）
担保等適格確認書
	第３号書式（Ｂ）

	記入例２
	削除

	記入例３
	（企業に対する証書貸付債権のうちシンジケート・ローン債権以外のものであって、変更契約がなされていないもの用）
証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書
	第８号書式（１企）

	記入例４
	（証書貸付債権用）
付随担保明細書
	第１２号書式

	記入例５
	削除

	記入例６
	削除

	記入例７
	担保返戻依頼書（手形・電子記録債権・証書貸付債権）
	第２４号書式（Ａ）

	記入例８
	審査票
	第２７号書式

	記入例９
	証書貸付債権証書スタンプ押なつ依頼書
	第３３号書式

	記入例１０
	（審査依頼人が自ら担保として差入れる予定の証書貸付債権証書にスタンプ押なつを依頼する場合用）
シンジケート・ローン債権証書スタンプ押なつ等依頼書
	第３４号書式（Ａ）

	記入例１１
	（審査依頼人が証書貸付債権証書の貸付人でないエージェントの場合、または審査依頼人以外の貸付人のために証書貸付債権証書の写の作成を依頼する場合用）
シンジケート・ローン債権証書スタンプ押なつ等依頼書
	第３４号書式（Ｂ）

	記入例１２
	手形行為または金銭消費貸借契約に関する権限付与の代表権または代理権に関する証
	第３６号書式




 (
記入例１
（第３号書式（Ｂ））（債務者名称等記入用）
)
	照会区分
	
	 (
・照会区分欄は、プルダウンから選択する。
)
	
	当日照会通番

	本則
	
	
	
	Ｂ-
	１


 (
・「本則」、「特則」または「ＣＰ等売戻条件付買入」の別にかかわらず、照会当日において何通目の「担保等適格確認書（債務者名称等記入用）」の送信となるかを、「Ｂ－」の後に数字で記入する。
)担保等適格確認書
　 （本書式の利用対象）
・保証企業が存在するコマーシャル・ペーパー、短期社債または短期外債にかかる適格性確認
・代表者の代理人が記名なつ印した手形または証書貸付債権・外貨建証書貸付債権にかかる適格性確認
・合併等により解散または商号を変更した企業等にかかる適格性確認
・「企業および地方公共団体等債務にかかる特則適格担保に関する細則」に基づく地方公共団体また
　は地方公共団体出資法人を債務者とする電子記録債権または証書貸付債権にかかる適格性確認
・「日本銀行が行うコマーシャル・ペーパー等の売戻条件付買入に関する細則」に基づく適格性確認
・債務者コード等が不明な際の適格性確認
	日本銀行使用欄
	 (
・種類欄および区分欄は、プルダウンから選択する。
)
	照会日付
	2023
	年
	3
	月
	1
	日

	回答日付
	
	
	金融機関等店舗名
	●●銀行△△支店

	提出日時
	
	
	金融機関等店舗コード［7桁］
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7



	項番
	種類
	債務者等の名称
（商号）
	債務者コード等
	追加情報記入欄
	日本銀行使用欄

	
	
	
	
	区分
	追加情報
	 (
・保証企業が存在するコマーシャル・ペーパー、短期社債または短期外債にかかる適格性確認の場合には、具体的な保証企業名を記入する。
)適否
	連絡事項

	１
	保証条件付短期社債・短期外債
	Ａ商事株式会社
	90A999
	保証企業名
	Ａホールディングス
株式会社
	
	

	２
	証書貸付債権・外貨建証書貸付債権
	◇◇工業株式会社
	499999
	代理人の職名および氏名
	資金部長　◇◇ ◇◇
	
	

	３
	証書貸付債権・外貨建証書貸付債権
	甲乙工業株式会社
	488888
	解散企業等
	乙製作所株式会社
	 (
・代表者の代理人が記名なつ印した手形または証書貸付債権・外貨建証書貸付債権にかかる適格性確認の場合には、具体的な代理人の職名および氏名を記入する。
)
	

	４
	手形・CP・資産担保CP
	株式会社Ｃ
	
	  
	
	
	

	５
	 
	
	 (
・合併等により解散または商号を変更した企業等にかかる適格性確認の場合には、債務者等の名称（商号）欄に現在の商号を記入し、追加情報欄に解散企業等の商号を記入する。
)
	  
	
	
	


（注意）１．本照会は、実際に担保差入を予定している場合または「日本銀行が行うコマーシャル・ペーパー等の売戻条件付買入に関する細則」に基づき適格性確認を行う場合のみ行う。
２．照会区分欄では、「担保に関する細則」に基づき適格性確認を行う場合には「本則」を、「企業および地方公共団体等債務にかかる特則適格担保に関する細則」に基づき適格性確認を行う場合には「特則」を選択し、「日本銀行が行うコマーシャル・ペーパー等の売戻条件付買入に関する細則」に基づき適格性確認を行う場合には「ＣＰ等売戻条件付買入」を選択する。
３．当日照会通番欄には、「本則」、「特則」または「ＣＰ等売戻条件付買入」の別にかかわらず、照会当日において何通目の「担保等適格確認書（債務者名称等記入用）」の送信となるかを、「Ｂ－」の後に数字で記入する。なお、当日中に「担保等適格確認書（一般用）」（第３号書式（Ａ））を送信する場合は、それぞれの書式の中で重複しない番号を付番する。
４．種類欄は、「手形・ＣＰ・資産担保ＣＰ」、「保証条件付ＣＰ」、「保証条件付短期社債・短期外債」、「証書貸付債権・外貨建証書貸付債権」、「短期社債」、「資産担保短期債券」、「手形類似電子記録債権」、「電子記録債権（手形類似以外）」のいずれかを選択する。
５．債務者等の名称（商号）欄には、商号等を正式名称で記入する。
６．債務者コード等欄には、債務者コード、支払人等コードまたは発行者コード（６桁）を記入する。ただし、「企業および地方公共団体等債務にかかる特則適格担保に関する細則」に基づき地方公共団体または地方公共団体出資法人を債務者とする電子記録債権または証書貸付債権の適格性確認を行う場合、債務者コード等が不明な際に適格性確認を行う場合は、債務者コード等欄は空欄とする。
７．追加情報記入欄については、以下のとおり取扱う。
（１）コマーシャル・ペーパー、短期社債または短期外債について保証企業が存在する場合には、区分欄は「保証企業名」を選択し、追加情報欄に具体的な保証企業名を正式名称で記入する。これら以外の担保種類の保証付債務にかかる適格性の確認を行いたい場合には、日本銀行業務局にその旨を電話連絡する。
（２）手形または証書貸付債権・外貨建証書貸付債権に記名なつ印した者が代表者の代理人の場合には、区分欄は「代理人の職名および氏名」を選択し、追加情報欄に具体的な代理人の職名および氏名を記入する。
（３）合併等により解散または商号を変更した企業等を照会する場合には、区分欄は「解散企業等」を選択し、追加情報欄に解散企業等の商号を正式名称で記入する（債務者等の名称（商号）欄には、現在の商号を正式名称で記入する）。
８．照会数が項番５を超える場合には、新たに別のファイルを作成し、日本銀行に送信する。
９．日本銀行へ送信するファイル名は次のとおりとする。
「金融機関等店舗コード（7桁）」+「担保照会」+「西暦年月日（8桁）」+「当日照会通番（2桁）」+「.docx」【例：1234567担保照会2023030101.docx】
10．太枠内の必要な箇所が漏れなく記入されていること、照会したい情報が正しく記入されていることを確認のうえ、日本銀行に送信する。
11．適否は、○または×で回答する。なお、適否欄が×である場合の理由等について、不明な点がある場合には、日本銀行金融市場局から送付している「日本銀行担保の適格性判定依頼に関する留意事項」を確認のうえ、必要に応じて当該資料に記載の照会先に連絡することができる。 
12. 日本銀行からの適否回答時には、種類欄から追加情報欄までの記載内容を削除し、項番、適否および連絡事項のみを残して回答する。このため、照会時に日本銀行に送信した手元ファイルと照合する形で適否を確認する。業務オンライン上では、日本銀行に送信したファイルは保存されないため、別途、手元にファイルを保存する。また、提出日時欄には、日本銀行が当該確認書を受信した時刻を記入して回答するため、送信済のファイル等に送信した時刻を控えておく。


記入例２　削除



 (
・差入れる証書貸付債権の種類に対応した書式であること。
)記入例３

（第８号書式（１企））
（企業に対する証書貸付債権のうちシンジケート・ローン債権以外のものであって、変更契約がなされていないもの用）

証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書

　当方は、貴方が本承諾書により承諾した日の翌営業日から１０営業日以内に、当方の貴方に対して有する下記一、の証書貸付債権の全部を下記二、ないし六、の条件により日本銀行に根担保として差入れますからご承諾下さい。
　なお、当該証書貸付債権の元本を当方において受領する場合には、日本銀行に受領相当額以上の金額につき担保権の解除を依頼することとします。
記
一、　令和２　年　１月１０日付金銭消費貸借契約にもとづく当方の貴方に対する証書貸付債権（証書貸付債権証書番号　111111X123　、残存元本額　4,000,000,000　円（注１））
二、日本銀行は、一、の証書貸付債権につき当方と日本銀行との間の取引または契約にもとづく債務の不履行があった場合には、これを取立てまたは処分し、その取立てまたは処分して得た代金をもって当方の日本銀行に対する債務の弁済に充当できるものとすること。この場合、日本銀行は貴方に対し、通知をすること。
三、日本銀行は、日本銀行と当方との間の取引または契約にもとづく債務の不履行があった場合には、当方および貴方に通知することにより、一、の金銭消費貸借契約の譲渡に関する制限にかかわらず、一、の証書貸付債権を取得できること。
四、日本銀行は、上記三、により取得した一、の証書貸付債権を、第三者に譲渡する場合には、一、の金銭消費貸借契約に定める方法に従って行うものとする。日本銀行が一、の証書貸付債権に設定した担保権を第三者に譲渡する場合にも同様とする。
五、日本銀行が特に必要と認め、予め貴方に通知した場合を除き、利息は当方において受領することができること。
六、担保権者の権利を害さない事項については、当方と貴方との間において決定し、当方より日本銀行にこれを通知すれば足りること。また、金利の変更についても、日本銀行が特に必要と認め、予め貴方に通知した場合を除き、同様の扱いとすること。ただし、契約締結時に定めた金利設定方式に従った金利の変更については、日本銀行への通知を省略できるものとすること。
 (
・作成日（承諾依頼日付）を記載する。
)　令和２年  ４月  ３日
（担保差入先）　　　　　株式会社△△銀行
（住所）　　　東京都中央区本石町○丁目○番地
（代表者またはその代理人）代表取締役社長
　　　　　　　　　　　　　○○　　○○
                    （注２）
（第三債務者）
◇◇工業株式会社
                    御中

（担保差入先）
   株式会社△△銀行   御中
上記証書貸付債権の担保差入についてはこれを承諾いたします。

日　本　銀　行        御中
貴方に対し、当該証書貸付債権に係る以下の抗弁を主張いたしません。

 (
・第三債務者の承諾日付は、担保差入先の承諾依頼日付以降の日付を記載する。
)相殺の抗弁権、弁済の抗弁権、免除の抗弁権、無効・取消・解除の抗弁権、同時履行の抗弁権、消滅時効に係る抗弁権、その他一切の抗弁権

 (
（印）
)　　　令和２年   ４月  ２０日
（第三債務者）　◇◇工業株式会社
（住所）　　　　東京都千代田区大手町○丁目○番地○号
（代表者またはその代理人）
　　　　　　　　　　　　代表取締役社長
　　　　　　　　　　　　　○○　　○○
　　　　　　　　　　　　                   （注３）

	 (
・第三債務者の承諾日付以降の日付であること。
・登記事項証明書または登記事項概要証明書を併せて提出する場合には、証明書交付の申請日付（交付された証明書上の「検索の対象となった記録」欄に記載される日付）は、確定日付より後の日付を記入して、交付申請すること。
)確定日付印欄

	 (
日
) (
一
) (
年
) (
和
) (
二
) (
令
) (
十
) (
二
) (
月
) (
四
)



（注１）第三債務者の承諾日時点の残存元本額を記入する。
（注２）代表者またはその者から権限を付与された者の役職名を記載し、記名なつ印または署名をする。
（注３）権限を有する者とみなされ得る場合（法律の規定による表見代表または表見代理の場合）のほかは記名なつ印者または署名者の権限を明らかにする書類を添付する。
（注４）本書式は両面印刷のうえ使用する。


 (
・提出日（担保差入の申出を行う日）を記入する。
)記入例４
（第１２号書式）（証書貸付債権用）
付 随 担 保 明 細 書
平成３０年　１月　２２日
 (
（届出印）
（印）
)日 本 銀 行　御中	

	（担保差入先）
株式会社△△銀行
代表取締役社長　■■　■■

	








	証書貸付債権証書番    号
	債 務 者
	契約
締結日
	貸 付 日
	最終返済
期    日
	元本額
	残存元本額

	111111
X111
	○○電鉄（株）
	26
	8
	3
	26
	8
	3
	30
	12
	20
	拾億
　 4
	百万
000
	千
000
	円
000
	拾億
   3
	百万
000
	千
000 
	円
 000 








 (
・付随担保の種類に応じて、当該担保が特定できる情報を記入する。
)　上記証書貸付債権に付されている付随担保の明細は次のとおりです。
	付    随    担    保    の    明    細

	１．不動産

	
	種類
	所在地
	面積
	

	
	宅地
	○○市○○町○番○
	3,000㎡
	

	
	建物
	同上
	160㎡
	

	
	原野
	○○県○○郡
	12,000ヘクタール
	

	

	２．財団
　○○地方法務局○○支店登記第●●号　工場財団
　国土交通省鉄道抵当原簿登録第●●号　鉄道財団

	３．有価証券

	
	種類
	銘柄・振出人・債務者
	株数・枚数・通数
	金額
	

	
	社債
	（株）○○
	――
	200百万円
	

	
	株式
	（株）○○
	100株
	100百万円
	

	
	手形
	（株）○○
	10枚
	2,000百万円
	

	
	証書貸付債権
	（株）○○
	5通
	1,000百万円
	

	


（注意）
１．「担保差入先」欄には、代表者またはその者から権限を付与された者の役職名を記載し、記名なつ印または署名をする。役職名、氏名、印鑑または署名は、印鑑届等により日本銀行に届出たものを使用する。
２．証書貸付債権１件毎に記入する。
３．「元本額欄」は、シンジケート・ローン債権の場合には、担保差入先の融資額を記入する。
４．「残存元本額」欄は、シンジケート・ローン債権の場合には、担保差入先の融資残高を記入する。
５．「付随担保の明細」欄は、当該担保が特定できる情報（付随担保が不動産または財団等の場合には、種類、所在地・面積、登記番号等、付随担保が有価証券、手形または証書貸付債権等の場合には、種類、銘柄、振出人または債務者、株数、枚数または通数、金額）を記入する。
６．外貨建証書貸付債権の場合には「元本額」および「残存元本額」は米ドル単位で記入し、書式中の「円」を「米ドル」と修正のうえ使用する。
７．２葉以上にわたる場合は本証書と契印し、連続の表示をしてとじまとめる。

記入例５　削除　　
記入例６　削除


記入例７
 (
・提出日（担保返戻の依頼を行う日）を記入
する
。
)（第２４号書式（Ａ））
	業務処理区分コード

	５４５１５３


担保返戻依頼書
（手形・電子記録債権・証書貸付債権）
令和４年１１月１５日
 (
（届出印）
)日 本 銀 行　御中

	（依頼人）

株式会社　△△銀行　東京支店




 (
・窓口で提出する場合に限り、
記名なつ印または署名が必要。
)




当方から貴店へ担保に関する基本約定（担保に関する基本約定（適格外国債券担保用）を含みます。）にもとづく根担保として差入れた手形、電子記録債権または証書貸付債権について、下記のとおり返戻を依頼します。
記
	担保目的物区分
	邦貨手形：５１
	証書貸付債権：６１

	返戻依頼人コード（７桁）
	０
	２
	０
	０
	０
	０
	１
	

	返戻・一部返戻区分
	返戻：１
	一部返戻：２



	返戻を依頼する根担保

	整 理 番 号（１１桁）
	返戻金額

	12340000001
	２０,０００,０００,０００円

	 (
・６件以上の根担保の返戻を依頼する場合には、行を追加する。行は最大１０行まで追加することができる。
)1
	2
	3
	4
	0
	0
	0
	0
	0
	1
	1
	５,０００,０００,０００円

	1
	2
	3
	4
	0
	0
	0
	0
	0
	2
	0
	１０,０００,０００,０００円

	123400000 25
	１０,０００,０００,０００円

	12340000031
	５,０００,０００,０００円

	12340000112
	 (
・返戻を依頼する根担保が証書貸付債権の場合には、元本額ではなく、返戻日時点の残存元本額を記入する。
)２０,０００,００,０００円

	12340000120
	１０,０００,０００,０００円

	
	円

	
	円

	
	円

	合計金額
	８０,０００,０００,０００円


以　上
	日本銀行使用欄

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	送信権限者



（注意）１．「依頼人」欄は、依頼人である担保差入先の金融機関等店舗名を記載するほか、日本銀行の窓口に提出する場合に限り、代表者またはその者から権限を付与された者の役職名を記載し、記名なつ印または署名をする。この場合、役職名、氏名、印鑑または署名は、印鑑届等により日本銀行に届出たものを使用する。
２．「担保目的物区分」欄は、該当項目に○印を付ける。返戻を依頼する担保が電子記録債権の場合には、担保目的物区分に従って○印を付ける。
３．「返戻・一部返戻区分」欄は、手形類似電子記録債権以外の電子記録債権または証書貸付債権の場合に該当項目に○印を付ける。この場合において、一部受戻日に期日担保返戻が取消された担保の返戻依頼を除き、「返戻：１」に○印を付ける。
４．「返戻を依頼する根担保」欄は、最大１０行まで追加することができる。
５．日本銀行の窓口に提出する場合には、本書式は両面印刷のうえ使用する。
６．日本銀行では、所定の規則に基づき、日本銀行業務オンラインにより本書式が提出された場合には、代表者またはその者から権限を付与された者から提出されたものとして取扱う。
 (
・提出日（事前審査の依頼を行う日）を記入する。
)記入例８
（第２７号書式）
審       査       票
 (
・種類が異なる審査対象物の審査を依頼する
場合
には、審査票は、種類が同一の審査対象物毎に作成する。
)平成３０年６月２２日
株式会社○○○○銀行　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　抹　消
                     御  中
日本銀行
審  査  手  形  等  内  訳
 (
 
種類が異なる審査対象物の審査を依頼する場合には、審査票は、種類が同一の審査対象物毎に作成する。
)
	種         類
	枚 数 ま た は 通 数
	備             考

	 (
・電子記録債権の場合には、「電子記録債権にかかる記録事項証明書および添付契約書」と記入する。
)証書貸付債権証書
	 (
・
電子記録債権の場合の記録事項証明書および添付
契約書
は、１件毎に纏めて１通として記入する。
)１
	 (
・スタンプ抹消依頼の場合には、日本銀行の上に「抹消」と記入する。また、スタンプ押なつ依頼
および
スタンプ抹消依頼を両方行う場合には、審査票はスタンプ押なつ依頼分とスタンプ抹消依頼分に分けて提出する。
)変更証書　　　１通



（注意）１．日本銀行は、善管注意義務に則り、上記手形、コマーシャル･ペーパーまたは証書貸付債権証書を保管します。また、日本銀行は、上記電子記録債権の内容を証する書面（記録事項証明書、添付契約書）を適切に保管します。
２．「種類」欄には手形、コマーシャル・ペーパー、手形類似電子記録債権にかかる記録事項証明書、電子記録債権（手形類似電子記録債権を除く。）にかかる記録事項証明書および添付契約書または証書貸付債権証書と記入すること。
 (
 
種類が異なる審査対象物の審査を依頼する場合には、審査票は、種類が同一の審査対象物毎に作成する。
)３．写を作成し、写は標題の右に「（控）」と記入すること。 (
 
種類が異なる審査対象物の審査を依頼する場合には、審査票は、種類が同一の審査対象物毎に作成する。
)

（第２７号書式）
審       査       票（控）
平成３０年６月２２日
 (
・写を作成し、写には（控）と記入
する
。
)株式会社○○○○銀行　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                 抹　消
                     御  中
日本銀行
審  査  手  形  等  内  訳
	種         類
	枚 数 ま た は 通 数
	備             考

	証書貸付債権証書
	１
	変更証書　　　１通




（注意）１．日本銀行は、善管注意義務に則り、上記手形、コマーシャル･ペーパーまたは証書貸付債権証書を保管します。また、日本銀行は、上記電子記録債権の内容を証する書面（記録事項証明書、添付契約書）を適切に保管します。
２．「種類」欄には手形、コマーシャル・ペーパー、手形類似電子記録債権にかかる記録事項証明書、電子記録債権（手形類似電子記録債権を除く。）にかかる記録事項証明書および添付契約書または証書貸付債権証書と記入すること。
 (
 
種類が異なる審査対象物の審査を依頼する場合には、審査票は、種類が同一の審査対象物毎に作成する。
)３．写を作成し、写は標題の右に「（控）」と記入すること。

 (
・提出日（事前審査の依頼を行う日）を記入する。
)記入例９
（第３３号書式）
証書貸付債権証書スタンプ押なつ依頼書
 (
（届出印）
)令和元年９月３０日
 (
（電話番号、担当者名）
)日 本 銀 行　御中
 (
・債務を履行する者の商号と証書貸付債権証書に記載された者の商号が異なる場合には、証書貸付債権証書に記載された者の商号を括弧書きで記入する。
)
	（依頼人）
株式会社△△銀行
資金部長　◇◇　◇◇

	




 (
03-3279-
XXXX
○○　○○
)


 (
・変更契約が締結されている場合には、変更契約締結日を括弧書きで記入する。
)

下記証書貸付債権につき貴行担保適格と認める旨のスタンプを当該証書貸付債権にかかる証書貸付債権証書上に押なつしていただきたく依頼します。また、証書上にスタンプ押なつ済の下記証書貸付債権が貴行担保として適格と認められなくなった旨の通知を貴行から受けた場合、および適格性にかかる要件の見直しに伴い貴行担保として適格と認められなくなった場合には、当該証書貸付債権証書につきスタンプの抹消を依頼することとします。
なお、下記証書貸付債権に関し手形が振り出されていないことおよび電子記録債権が発生していないことを念のため申し添えます。
	証書貸付債権証書番号
	債  務  者
	証書上に記載の貸付人
	契約締結日
	貸付日
	最終返済期日
	返 済 方 法

	ＡＢ    １２３
	（（株） △△商事）
（株） ○○商事
	
	(30
28
	6
6
	15)
10
	28
28
	6
7
	10
8
	32
	11
	30
	分割返済

	元   本   額
	残  存  元  本  額
	金 利 設 定 方 式
	摘     要

	拾億
２
	百万
４００
	千
０００
	円
０００
	拾億
１
	百万
９００
	千
０００
	円
０００
	年1.5％固定金利
	付随担保あり。


 (
・貸付日が複数ある場合には、それぞれ記入する。
) (
・変動金利の場合には、「基準金利＋0.2％」等、証書貸付債権証書に記載のとおり記入する。
) (
※
) (
年月日
)※
	 (
※適否
※備考
)スタンプ

	

	返れい年月日
	



（注意）１．「債務者」欄には、債務を履行する者の商号を記入する。なお、債務を履行する者の商号と証書貸付債権証書に記載された者の商号が異なる場合には、証書貸付債権証書に記載された者の商号を、債務を履行する者の商号の上に括弧書きする。
２．セカンダリー玉の場合には、「証書上に記載の貸付人」欄に、証書貸付債権証書に記載された貸付人の金融機関等名を記入する。セカンダリー玉以外の場合には、斜線を引く。
３．変更契約が締結されている場合には、変更契約締結日を契約締結日の上に括弧書きする。
４．付随担保が付されている場合には、「摘要」欄に「付随担保あり」と記入する。なお、政府保証付証書貸付債権の場合には、記入しない。
 (
    
（連続表示）
)５．外貨建証書貸付債権の場合には、「元本額」および「残存元本額」は米ドル単位で記入し、書式中の「円」を「米ドル」と修正のうえ使用する。
６．※印  日本銀行記入欄

 (
・提出日（事前審査の申出を行う日）を記入する。
)記入例１０
（第３４号書式（Ａ））（審査依頼人が自ら担保として差入れる予定の証書貸付債権証書にスタンプ押なつを依頼する場合用）
 (
（届出印）
)シンジケート・ローン債権証書スタンプ押なつ等依頼書
平成３０年６月２２日
	（依頼人）
株式会社△△銀行
資金部長　◇◇　◇◇


	




 (
（電話番号、担当者名）
)日 本 銀 行　御中
 (
・債務を履行する者の商号と証書貸付債権証書に記載された者の商号が異なる場合には、証書貸付債権証書に記載された者の商号を括弧書きで記入する。
) (
・変更契約が締結されている場合には、変更契約締結日を括弧書きで記入する。
) (
03-3279-XXXX
○○　○○
)




下記証書貸付債権につき貴行担保適格と認める旨のスタンプを当該証書貸付債権にかかる証書貸付債権証書上に押なつのうえ、当該証書貸付債権証書を当行（社・庫）が貴行の融通金の据置担保または貴行と当行（社・庫）間の「担保に関する基本約定」（「担保に関する基本約定（適格外国債券担保用）」を含みます。）にもとづく根担保として差入れるに際し、貴行に提出する当該証書貸付債権証書の写を１部作成していただきたく依頼します。
また、証書上にスタンプ押なつ済の下記証書貸付債権が貴行担保として適格と認められなくなった旨の通知を貴行から受けた場合、および適格性にかかる要件の見直しに伴い貴行担保として適格と認められなくなった場合には、当該証書貸付債権証書につきスタンプの抹消を依頼することとします。
	証書貸付債権証書番号
	債  務  者
	契約締結日
	貸付日
	最終返済期日
	返 済 方 法

	  ＡＢ    １２３
	（（株） △△商事）
（株） ○○商事
	(28
26
	 6
 6
	15)
10
	2626
	 6
 7
	10
10
	30
	11
	20
	分割返済

	 (
円
) (
円
)元 本額（融資額）
	残存元本額（融資残高）
	金 利 設 定 方 式
	摘      要

	２
	４００
	０００
	０００
	１
	９００
	０００
	０００
	年1.5％固定金利
	付随担保あり。


 (
・変動金利の場合には、「基準金利＋0.2％」等、証書貸付債権証書に記載のとおり記入する。
) (
※
) (
年月日
)※
	 (
・貸付日が複数ある場合には、それぞれ記入する。
) (
※適否
※備考
)スタンプ

	

	返れい年月日
	



（注意）
１．審査依頼人が自ら担保として差入れる予定の証書貸付債権証書についてスタンプの押なつを依頼する場合に、本書式を使用する。ただし、審査依頼人が自らおよび当該証書貸付債権の審査依頼人以外の貸付人のために、証書貸付債権証書の写の作成を依頼する場合には、第３４号書式（Ｂ）を使用する。
２．債務者欄には、債務を履行する者の商号を記入する。なお、債務を履行する者の商号と証書貸付債権証書に記載された者の商号が異なる場合には、証書貸付債権証書に記載された者の商号を、債務を履行する者の商号の上に括弧書きする。
３．変更契約が締結されている場合には、変更契約締結日を契約締結日の上に括弧書きする。
 (
    
（連続表示）
)４．付随担保が付されている場合には、摘要欄に「付随担保あり」と記入する。なお、政府保証付証書貸付債権の場合には、記入しない。
５．外貨建証書貸付債権の場合には、「元本額（融資額）」および「残存元本額（融資残高）」は米ドル単位で記入し、書式中の「円」を「米ドル」と修正のうえ使用する。
６．※印  日本銀行記入欄


記入例１１
（第３４号書式（Ｂ））（審査依頼人が証書貸付債権証書の貸付人でないエージェントの場合、または審査依頼人以外の貸付人のために証書貸付証書の写の作成を依頼する場合用）
シンジケート・ローン債権証書スタンプ押なつ等依頼書
 (
（届出印）
) (
・提出日（事前審査の依頼を行う日）を記入
する
。
) (
（電話番号、担当者名）
)平成３０年６月２２日
日 本 銀 行　御中	

	（依頼人）
株式会社○○銀行
資金部長　◇◇　◇◇
	




 (
03-3279-XXXX
○○　○○
)




下記証書貸付債権につき貴行担保適格と認める旨のスタンプを当該証書貸付債権にかかる証書貸付債権証書上に押なつのうえ、当該証書貸付債権証書を当行（社・庫）または下記の貸付人が貴行の融通金の据置担保または貴行と当行（社・庫）間の「担保に関する基本約定」（「担保に関する基本約定（適格外国債券担保用）」を含みます。）にもとづく根担保として差入れるに際し、貴行に提出する当該証書貸付債権証書の写を　３　部作成していただきたく依頼します。
また、証書上にスタンプ押なつ済の下記証書貸付債権が貴行担保として適格と認められなくなった旨の通知を貴行から受けた場合、および適格性にかかる要件の見直しに伴い貴行担保として適格と認められなくなった場合には、当該証書貸付債権証書につきスタンプの抹消を依頼することとします。
　なお、当行（社・庫）が担保差入のために提出する証書貸付債権証書の写以外の写は、当方の責任をもって、下記の他の貸付人に交付しますので、念のため、申し添えます。
	証書貸付債権証書番号
	債  務  者
	契約締結日
	貸付日
	最終返済期日

	ＡＢ１２３
	（（株）△△商事）
（株）○○商事
	26
	6
	10
	26
	6
	10
	30
	11
	20

	返済方法
	金利設定方式
	摘     要

	 (
・
債務を履行する者の商号と
証書貸付債権証書
に記載された者の商号が異なる場合には、証書貸付債権証書に記載された者の商号を
括弧書きで記入する。
)一括返済
	年1.5％固定金利
	付随担保あり。

	貸付人
	融資額
	融資残高
	※適否
	※備考

	株式会社○○銀行
	拾億
  1
	百万
300
	千
000
	円
000
	拾億
	百万
800
	千
000
	円
000
	
	

	株式会社△△銀行
	　2
	000
	000
	000
	1
	600
	000
	000
	
	

	 (
・
分割返済の場合には、「分割返済」と記入する。
)株式会社◇◇銀行
	  1
	100
	000
	000
	
	600
	000
	000
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 (
・
変動金利の場合には、「
基準金利＋
0.2
％」等、証書貸付債権証書に記載のとおり記入する。
)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



 (
    
（連続表示）
)
※
	 (
年月日
) (
※
)スタンプ

	

	返れい年月日
	




（注意）　１．審査依頼人が証書貸付債権の貸付人でないエージェントの場合または審査依頼人が証書貸付債権の審査依頼人以外の貸付人のために、証書貸付債権証書の写の作成を依頼する場合に、本書式を使用する。
２．債務者欄には、債務を履行する者の商号を記入する。なお、債務を履行する者の商号と証書貸付債権証書に記載された者の商号が異なる場合には、証書貸付債権証書に記載された者の商号を、債務を履行する者の商号の上に括弧書きする。
３．変更契約が締結されている場合には、変更契約締結日を契約締結日の上に括弧書きする。
４．付随担保が付されている場合には、摘要欄に「付随担保あり」と記入する。なお、政府保証付証書貸付債権の場合には、記入しない。
５．「貸付人」欄に貸付人である取引先金融機関等名を、「融資額」、「融資残高」の各欄には、当該貸付人の融資額、融資残高をそれぞれ記入する。
６．外貨建証書貸付債権の場合には、「融資額」および「融資残高」は米ドル単位で記入し、書式中の「円」を「米ドル」と修正のうえ使用する。
７．本書式は両面印刷のうえ使用する。依頼書が２葉以上にわたる場合には、連続の表示をして綴じ纏め、契印する。
８．※印  日本銀行記入欄







記入例１２
（第３６号書式）
手形行為または金銭消費貸借契約に関する
権限付与の代表権または代理権に関する証

 (
・代理権を付与された者が交替した場合
であって
、交替前の者が記名なつ印または署名を行った証書貸付債権証書等を担保に差し入れる可能性がある
とき
は、交替前後の代理権を付与された者をそれぞれ記載し、交替前の代理権を付与された者の「至　年　月　日」欄および交替後の代理権を付与された者の「自　年　月　日」欄には交替日を記載する。
)下記の者には、右欄の期間、当社名義の
手形行為
金銭消費貸借契約
に関する一切の権限を与えております。
記
	役職名
	氏名（印鑑不要）
	期間

	資金部長
	△△　△△
	自　　平成３０年１月１０日
至　　平成３０年６月２２日

	資金部長
	◇◇　◇◇
	自　　平成３０年６月２２日
至　　　　　年　　月　　日

	
	 (
・「至
　　
年　　月　　日」は記入しない。
)
	自　　　　　年　　月　　日
至　　　　　年　　月　　日



平成３０年６月２２日
 (
（印）
)


（住所）東京都千代田区大手町○丁目○番地○号
（商号）◇ ◇ 工 業 株 式 会 社
（代表者）代表取締役社長
　　　　　○○　　○○
　　　　　                    
日  本  銀  行  御中

（注意）１．「手形行為」または「金銭消費貸借契約」のいずれかに○印を付け、権限を付与した期間を記入する。記入時点で権限を付与している場合には、期間の末日の記入は要しない。
２．「役職名」欄には、手形または証書貸付債権証書に記名なつ印または署名の際に用いる肩書を記入する。なお、別の法人の者に権限を付与した場合には、当該法人名も記入する。
３．取締役社長等代表者が記名なつ印または署名する。


